
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

新たな里親研修実施者数：55人

新規就農者数（40歳未満）：250人

Ｈ25
H26

目標

H24末

（実績）
目標 成果 達成状況

250人

443人

（53人）

12,676 18,937

就農希望者の就農を積極的に支援する、意欲ある農

業経営体を公募し、「里親農業者」として登録（新規・

更新89人）

114 88 134

合計 19,983 13,075

250人 245人 未達成

未達成

350人

（46人）

405人

（55人）

390人

（40人）

19,812

県の登録を受けた「里親農業者」が里親研修生を受け入れ、農作物の栽培管理技術等の習得のための実務研修や就農に必要な農地や

施設、機械の確保等の支援をするとともに、就農後も相談等の支援を行い、新規参入者の確保定着に努める。

・「里親農業者」は平成24年6月1日現在381名が登録

・平成24年度は47名が新たに就農に向けて里親研修を実施

・平成23年度は里親研修実施者33名が就農

・成果目標：新規就農者数211人（H23）→250人（H29）

成果目標の達成状況

項目

新規就農者数（40歳

未満）

里親研修生累計（新

規研修開始）
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部局 農政部

 1 夢ある農業を実践する経営体の育成 実施期間 H15 ～

県が関与

する理由

目指す姿

現状

県関与の必要性あり

県民との協働による実施： 可能

【左記の説明、根拠法令等】

研修生と里親農業者を広域的にマッチングさせるためには県の関与が必要。

新規就農里親支援事業実施要綱等、第2期長野県食と農業農村振興計画

課・室 農村振興課

総合５か年

計画

プロジェクト  

2-3-1　農山村産業クラスター形成プロジェクト

3-4-1　環境・エネルギー自立地域創造プロジェクト
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施策の総合的展開

1-3　夢に挑戦する農業

里親研修 直接

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H25事業実績

H25 H26

（当初） （決算） （当初）

就農相談の実施 直接 新規就農相談会の実施（30回） 613 311 741

就農希望者を受け入れ、栽培技術指導や就農支援を

行う里親農業者に対して指導謝金を交付し、その活動

を支援（新規研修実施者40人）

19,256

里親農業者登録 直接

20,215 19,983 19,812

合計（A) 19,885 19,812

246人

25年度25年度25年度25年度 26年度

当初予算 18,785

補正予算 1,100 5,910 -6,000

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

Aの

財源

26,125 13,983

概　算

人件費

1.50 1.50 1.50 1.50

12,387

19,797 25,248 13,075

12,387

19,885 26,125 13,983 19,812

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

県外から長野県内での就農を目指す新規就農希望者に対する支援策として、里親、里親研修生双方の評価が高いことから、今後も現行

どおり事業を実施していく。

目標に対

する成果

の状況

・新規就農者数（40歳未満）については、新規就農希望者の習熟度に応じた相談活動の実施、青年就農給付金事業の実施等により、新

規就農者の確保に取り組んだが、さらに高度な技術を修得するため、研修終了後も里親のもとで働く者などもいたことから、平成25年度の

実績は245人となり目標を下回った。

・里親研修生については、国の支援制度（青年就農給付金）の創設に伴い、平成25年研修予定者の一部が平成24年に研修を開始する

等の理由により、目標を下回った。

 概算事業費（B（A）+C） 32,184 37,635 25,462 32,199

12,387 12,387
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